
一般会計決算・予算審査特別委員会審査日程

委員会審査期間 ９月１２日、１３日、１４日

開議時間 午前１０時～

○決算審査の進め方※審査状況により変更する場合あり

（１）１日目（１２日 月曜日）

・歳入を一括審査

・第１款 議会費、第２款 総務費、第８款 消防費を一括審査

・第３款 民生費

・第４款 衛生費、第５款 農林水産業費、第６款 商工費を一括審査

・第７款 土木費

・第10款 災害復旧費、第11款 公債費、第12款 諸支出金、第13款 予備費を一括審査

（２）２日目（１３日 火曜日）

・第９款 教育費

・決算監査報告確認

・総括質疑事項確定のための委員間討議

（３）３日目（１４日 水曜日）

・副委員長による総括質疑

・委員のうち各会派代表者による総括質疑

・討論、採決

○資料請求

・資料請求は、会派ごとにまとめて９月２日（金曜日）午後１時までに、資料請求書様式に

記入し、会派代表者から議会事務局に提出する。資料は９月９日（金曜日）正午までに全

議員にメールにて配付する。

・資料請求の範囲は、資料請求書様式に記載のとおり（特別会計、一部事務組合等に関する

ものは行わないこと。ホームページで既に公開されているものや本会議、委員会、基本条

例に基づき資料請求をしたもの、前年度からこれまでに既に議員に提出して変更のない資

料の提供は不要とする。特定事業の過去１０年の推移などは、事前に調査しておくべきも

のであり、担当課で資料のある範囲までの提供となる。）

○決算審査の質疑について

（１）質疑通告期限

質疑する日の前日（９月９日(金曜日)及び９月１２日（月曜日））の午後１時までに議

会事務局に提出

（２）質疑の方法

・質疑要旨は、質疑事項について具体的に記入する。

・質疑は１議題につき８分以内とする。（いずれも答弁時間は含まない。）

・他の委員の質疑応答から疑義がある委員により、議論を深めるための質疑を認める。



○総括質疑について

（１）副委員長による総括質疑

・委員会討議を行った結果、委員会で確定した総括質疑を行う。

・質疑時間の制限なし。

（２）委員のうち各会派代表者による総括質疑

・副委員長による総括質疑に取り上げられなかった内容で（委員間討議の中で提案のあっ

た内容に限る）総括質疑の希望がある場合、委員のうち会派代表者による総括質疑を認

める。

・質疑時間は質疑のみ５分以内とする。（答弁時間は含まない）

・質疑通告期限は、２日目（１３日 火曜日）の委員会散会後１時間以内に、各会派代表

質疑者より議会事務局に提出。



１

認定第１号 令和３年度一般会計決算の認定

質疑通告一覧表

令和４年９月１２日 一般会計決算・予算審査特別委員会

【教育費以外＝歳入、議会費・総務費・消防費、民生費、衛生費、農林水産業費・商工費、土木費、諸費】

質疑

順位
質疑者

質疑事項

（一般会計決算に係

る事項）

質疑要旨

（質疑事項について具体的に記入）

決算書又は

報告書の

ページ等

歳入 １ 海東一弘

委 員

使用料及び手数料

について

１ 直近５年の減額要因

２ 本市の考え方

３ 減額に向けた方策等

報告書P21

２ 佐藤隆治

委 員

歳入一般財源につ

いて

１ 昨年と比べて約20億円増の理由

２ 増額分はどのように使われたか

３ コロナ禍であっても力を入れて

取り組んだ事業は

報告書P８

３ 赤羽直一

委 員

ふるさと納税につ

いて

１ 市のふるさと納税の収支 報告書P39

４ 加増充子

委 員

国庫支出金につい

て

１ 新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金の活用と各款

ごとの通常予算の活用の割合

報告書P21

市税について １ 法人市民税の増額について、市内

大企業の業績好転や緩やかな市場

の回復等によるとあるが、具体的に

説明を

２ 今後の見通しをどう見るか

報告書P13

５ 関戸 勇

委 員

市税について １ 歳入の状況の推移をどう見てい

るか

２ 調定額から個人市民税の推移を

どう見ているか

３ 調定額から法人市民税の推移を

どう見ているか

報告書 P13､

P14

固定資産税につい

て

１ 土地について生産緑地の解消に

伴う変化は

報告書P17

軽自動車税につい

て

１ 軽自動車の自家用乗用車の税額

ごとの台数の変化をどう見ている

か

決算書P19



２

議会費・

総務費・

消防費

１ 海東一弘

委 員

放置自転車対策に

要する経費につい

て

１ 経費減額の要因

２ 撤去移動までの期間

３ 保管場所と保管期間

４ 撤去回数と台数との関連

５ 返還または処分までの手続き

６ 放置整理区域監視員の巡回

７ 啓発等強化の必要性

報告書P52、

P53

いばらき消防指令

センターに要する

経費について

１ センター維持管理負担金の増額

要因

２ 負担金についての協議等

３ 共同運用開始から現在までの課

題等

報告書P211

２ 佐藤隆治

委 員

職員研修に要する

経費について

１ 各研修の成果、職員全体の高い倫

理観と使命感

決算書P91

報告書P26

公共施設マネジメ

ントに関する経費

について

１ 平成28年度策定からの進捗状況

２ 全庁的に取り組む姿勢

３ 市民への周知と理解

決算書P119

報告書P46

自転車駐車場の維

持管理に要する経

費について

１ サイクルステーション利用率

２ 無料駐輪場の考え方

決算書P127

報告書P51

令和３年７月 11

日集中降雨応急処

理経費について

１ 災害復旧費の予算確保 決算書P135

報告書P60

常総地方広域市町

村圏事務組合負担

金について

１ 令和２年と比較して負担金の増

額要因と将来見通し

決算書P143

報告書P65



３

議会費・

総務費・

消防費

３ 結 城 繁

委 員

議会調査運営に要

する経費について

１ オンライン配信用カメラ

２ 通常配信と３６０度カメラ配信

３ ペーパーレス議会システムアプ

リ

決算書P81

報告書P24

市制施行 50 周年

記念事業に要する

経費について

１ ホタル放流事業の状況 報告書P30

自転車駐車場の維

持管理に要する経

費について

１ 前年度に比べて管理委託料が若

干減っているその要因

２ サイクルステーションとりで

決算書P127

学校跡地等利活用

推進事業について

１ 旧小文間小、旧戸頭西小の検討状

況

重点事業マ

ネジメント

シート

４ 加増充子

委 員

防犯に要する経費

について

１ ２か所の防犯ステーションの役

割等、効果

２ 防犯カメラ42か所91台設置の活

用はどうか

報告書P31

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ 申請手続きのオンライン化促進

の基礎資料の作成、申請者等の利便

性の向上とは

報告書P33

ふるさと取手応援

寄付金推進事業に

要する経費につい

て

１ 返礼品競争になり、お得な通販サ

イトという側面が強くなっている

等問題点

報告書P39

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ テレワーク推進で市への移住に

つながったとあるが、今後も継続し

定住につながるのか

報告書P43

非核平和推進関連

経費について

１ 市民の平和意識の高揚を図るた

めの事業を行ってきたが、児童・生

徒を広島・長崎へ派遣事業等は考え

ていないか

報告書P64



４

議会費・

総務費・

消防費

５ 関戸 勇

委 員

市制施行 50 周年

記念事業に要する

経費について

１ ホタル放流事業による効果は 報告書P29

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ トイレの手洗い場の自動水栓化で

新型コロナウイルス感染症拡大の防

止が図られたとする根拠は

報告書P41

市政協力員に要す

る経費について

１ 市政協力員が誰か、住民から認知

されているか

報告書P53

災害対策に要する

経費について

１ 浸水水位の表示の検討はされたか 報告書P57

防災施設等の整備

に要する経費につ

いて

１ 防災ラジオの普及は順調か 報告書P58

自主防災組織に要

する経費について

１ 各自主防災会の災害時対応の資

機材の確保状況は把握しているか

報告書P59

消防費・救急業務

に要する経費につ

いて

１ 新型コロナウイルス感染症患者の

救急搬送も遅滞なくできたか

報告書P212



５

議会費・

総務費・

消防費

６ 根岸裕美子

委 員

広報発行に要する

経費について

１ 資料No.16 広報とりでＨＰアク

セス件数が倍増している。どう分析

するか。成果と今後の課題は

２ 蘖「ひこばえ」の発行部数45,200

部だが、８/１現在全世帯数46,390。

90カ所に4,421部配置しているとの

ことなので、合わせて50,000部必

要ではないのか

報告書P34

シティプロモーシ

ョンに要する経費

について

１ 資料No.18 どう分析するか。成

果と今後の課題は

報告書P44

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ テレワークシステム整備の成果

と今後の課題は

報告書P49

放置自転車対策に

要する経費につい

て

１ 稼働日数減によりＲ２年度から

約100万円の経費削減。問題なく運

営できているか

報告書P52

災害対策に要する

経費について

１ 負担金がＲ２年度から約400万円

減の理由

報告書P57

防災施設等の整備

に要する経費につ

いて

１ 資料No.19 280MHz帯を採用した

効果検証。メルマガ、Twitterなど

との連携の効果は

報告書P58

消防施設の整備に

要する経費につい

て

１ 資料No.24 日野自動車不正発覚

の影響はあるか

２ 更新終了した車両はすべて廃車

となるのか

報告書P214



６

議会費・

総務費・

消防費

７ 落合信太郎

委 員

空き家等の適正管

理事業に要する経

費について

１ 所有者と連絡が取れない件数

２ 一向に改善が図られない空き家

への対応

決算書P95

職員研修に要する

経費について

１ 特別研修対象者指定はどのよう

に決定されるか

報告書

P27、P28

市制施行 50 周年

記念事業に要する

経費について

１ 全体を終えての総括を

２ ホタル放流事業、藤の植樹の今後

の展開は（55周年、60周年に繋げ

る意味で）

報告書P30

防犯に要する経費

について

１ 44団体防犯組織別人数・平均年齢

２ 活動課題

報告書P31

市民相談に要する

経費について

１ 司法書士相談が増加しているが、

増加した背景

２ 法律相談・司法書士相談など、日

数を増やして対応が必要ではない

か

報告書P35

シティプロモーシ

ョンに要する経費

について

１ さくらまやさんの積極的な活躍

に期待

２ Ｒ３年度な何をされたか

３ 今後はどのように

報告書P44

令和３年７月３日

静岡県熱海市土石

流災害に伴う被災

地応援経費につい

て

１ 活動の詳細 報告書

P61、P62



７

民生費 １ 海東一弘

委 員

生活保護受給者就

労支援に要する経

費について

１ 事業補助金の算出額

２ 就労支援員の報酬と体制

３ 支援員の要件と業務

４ 生活保護費減額効果額の増減と

支援員報酬との関連

５ 就労自立促進事業参加から就労

まで

６ 事業参加したが就労できなかっ

た方への対応

報告書P138

２ 佐藤隆治

委 員

ウェルネスプラザ

管理運営に要する

経費について

１ 来館者・利用者の増加、自主事業 決算書P177

報告書P77

あけぼの、さくら

荘、かたらいの郷

入浴施設障害者使

用料助成に要する

経費について

１ 民間入浴施設との比較 決算書P189

報告書P92

高齢者等移動支援

事業に関する経費

について

１ 令和２年度との比較

２ ４団体の送迎範囲と料金体系の

一本化

決算書P193

報告書P95

お休み処に関する

経費について

１ コロナ禍、今後の運営 決算書P193

報告書P96



８

民生費 ３ 加増 充子

委 員

特定疾病療養者見

舞金支給に要する

経費について

１ 年２万円支給されているが、物価

高騰により暮らしがひっ迫してい

る。働けない中、見舞金の増額を

報告書P75

ひきこもり対策推

進事業に要する経

費について

１ 相談事業のほか積極的な対応は 報告書P81

シルバー人材セン

ター助成に要する

経費について

１ 会員の実態、受託事業が減の理由

は

報告書P98

保育所の管理運営

に要する経費につ

いて

１ 入所定員に至っていない理由、公

立保育所の実態（保育士数の内訳、

入所児童数）

報告書P132

民間保育園運営に

要する経費につい

て

１ 保育士数について公私間格差の

是正を市の責任で

報告書P125

生活保護に要する

経費について

１ 生活保護申請相談数、年齢構成内

容

報告書P138

４ 関 戸 勇

委 員

生活困窮者住居確

保給付事業に要す

る経費について

１ 対象者の求職期間中の住宅を確

保したがその後の経過

報告書P79

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ 対象者の生活困窮者の自立促進

はどのように図られたか

報告書P80

新型コロナウイル

ス感染症生活困窮

者自立支援金給付

事業に要する経費

について

１ 申請したが該当されなかった世

帯の主な理由は

報告書P82



９

民生費 ５ 根岸裕美子

委 員

社会福祉協議会助

成に要する経費に

ついて

１ 資料No.21-１、21-２ Ｒ３年度

より成年後見制度を業務委託とし、

特定相談支援事業に着手した背景

２ ヘルパーステーションをＲ４.

３.31で閉所した理由と事業費が上

昇している理由

報告書P74

健康づくり推進事

業に関する経費に

ついて

１ 健康づくり応援補助金の執行率

58.78％。どう分析するか。成果と

今後の課題は。

２ 入会された方はその後継続され

ているのか

報告書P75

ひきこもり対策推

進事業に要する経

費について

１ 資料No.23 状況説明

２ 就労受入事業者等の状況

報告書P81

生活困窮者就労準

備支援事業に要す

る経費、生活困窮

者家計改善支援事

業に要する経費に

ついて

１ 資料No.22-１ 就労準備支援実

績３件。家計改善支援５件。どう捉

えているか

報告書P81

生活保護に要する

経費について

１ 世帯数が年々増加、ケースワーカ

ーの負担増を懸念する。ケースワー

カー支援体制の状況、フォロー研修

等の状況は

２ 日常生活支援委託事務費増の理

由は

報告書P138



１０

民生費 ６ 落合信太郎

委 員

生活困窮者自立相

談支援事業に要す

る経費について

１ ３人の人員で499件の内容

２ 実績

報告書P79

成年後見制度利用

促進に要する経費

について

１ 中間機能の一部を社協に業務委

託、どのように変化したか、詳細説

明

２ 相談件数（内容別）

報告書P83

老人福祉事務に要

する経費について

１ 台帳を整備とあるが整備内容

（氏名・住所・生年月日等）

報告書P94

高齢者等移動支援

事業に関する経費

について

１ 移動支援団体の状況

２ 人手の確保

報告書P95

住民税非課税世帯

等に対する臨時特

別給付金事業に要

する経費について

１ 給付漏れはなかったか 報告書P83



１１

衛生費・

農林水産

業費・

商工費

１ 海東一弘

委 員

公衆トイレ管理に

要する経費につい

て

１ 修繕箇所、金額等の内訳

２ 修繕後の状況

３ 清掃委託料の増額要因

４ 委託先の選定

５ 安全面への対策

決算書P259

消費生活対策に要

する経費について

１ 相談員報酬等の増額要因

２ 相談内容の共有

３ 相談員の研修等

４ 消費生活対策に関わる啓発強化

の必要性

報告書

P186～P188

２ 佐藤隆治

委 員

取手市外２市火葬

場組合負担金につ

いて

１ 施設の改修と家族葬 決算書P259

報告書P161

観光事業に関する

経費について

１ 観光ＰＲ、観光事業の振興 決算書P299

報告書P188

３ 須田光雄

委 員

空き店舗活用事業

に要する経費につ

いて

１ 前年度からの推移の理由

２ 周知方法

決算書P291

報告書P182

４ 赤羽直一

委 員

消費生活対策に要

する経費について

１ 消費生活相談業務でどのような

相談が多かったか

２ 具体的に救済に至った例は

３ 未然防止に至った例は

報告書P187

５ 加増 充子

委 員

乳幼児健診に要す

る経費について

１ 健診を受け要精密検査者となっ

た乳幼児のその後

２ 家庭訪問等での相談内容は

３ 母子手帳が交付されても乳幼児

健診に来ない方への対応は

報告書P151

犬猫対策に要する

経費について

１ 猫の死体処理件数が犬に比べる

と多い。飼い主のいない猫が多くな

っているが、市民への啓発はどうか

報告書P160

合併処理浄化槽設

置整備費補助事業

に要する経費につ

いて

１ 公共下水道の認可区域内で合併

浄化槽設置申請はどのくらいか

報告書P165

労働対策に関する

経費について

１ 求職、相談内容等実態は 報告書P183



１２

衛生費・

農林水産

業費・

商工費

事業者応援一時金

給付事業に関する

経費について

１ 市内業者から大変歓迎された事

業。今後につなげる考えは

報告書P178

創業支援等事業に

関する経費につい

て

１ 市内で創業・起業者の実態把握は 報告書P180

６ 関戸 勇

委 員

環境基本計画推進

に要する経費につ

いて

１ コウノトリ・トキの舞う関東自治

体フォーラムへの負担金の使途は

報告書P161

緑のカーテン推進

に要する経費につ

いて

１ カーテンコンクールの申し込み

要件について

報告書P162

じん芥収集に要す

る経費について

１ ごみの収集量の推移 報告書P166

ごみ処理事務に要

する経費について

１ 常総環境センター構成４市連携

の内容は

報告書P167

土地改良事業に要

する経費について

１ 用排水路の不等沈下の要因

２ 素掘りの排水路の対策

報告書P173

７ 根岸裕美子

委 員

地球温暖化対策の

推進に要する経費

について

１ 取手西小生ごみ処理機設置の成

果と今後の課題

報告書P162

ごみ減量推進に要

する経費について

１ 生ごみ処理機等補助金実績をど

う分析するか。成果と今後の課題、

見通し

報告書P167

農業振興に要する

経費について

１ 認定農業者及び認定新規就農者

の動向

報告書P170



１３

衛生費・

農林水産

業費・

商工費

８ 落合信太郎

委 員

機構集積支援事業

に要する経費につ

いて

１ どれくらいの調査ができたか

２ どのような結果が得られたのか

報告書P170

買い物弱者支援事

業に関する経費に

ついて

１ 販売場所の追加要望プロセス

２ 売上げ実績の変化

報告書P176

中小企業育成事業

に要する経費につ

いて

１ 詳細説明

２ 効果

報告書P179

産業振興に関する

経費について

１ 地域資源ブランド化事業

２ なたね油生産量と販売量、売上

３ その他の進捗

報告書P180

雑草除去に要する

経費について

１ 所有者と連絡が取れない件数

２ 一向に改善が図られない空き地

への対応

決算書P259

廃棄物不法投棄対

策に要する経費に

ついて

１ 所有者と連絡が取れない件数

２ 一向に改善が図られない私有地

の対応

決算書P265



１４

土木費 １ 海東一弘

委 員

小堀の渡し運航に

要する経費につい

て

１ 運航業務委託の内容

２ 委託料の増額要因

３ 委託先の選定

４ 利用客の把握

５ 他事業等との連携状況

６ 事業に関する広告宣伝等

報告書P206

２ 佐藤隆治

委 員

取手地方広域下水

道組合負担金につ

いて

１ 令和２年度と比較して負担額の

増減

２ 市との排水計画

決算書P339

報告書P203

３ 赤羽直一

委 員

都市交通政策の推

進に要する経費に

ついて

１ グリーンスロ－モビリティ実証

調査の成果

２ 市での実現可能性は

報告書P196

地籍調査事業に要

する経費について

１ 地籍調査の実施率は

２ 近隣の自治体ではかなり進んで

いるところもあるが、市はなぜ進ま

ないか

報告書P199

４ 加増充子

委 員

交通バリアフリー

推進に要する経費

について

１ ＪＲ取手駅利用者の利便性を図

るためとあるが、千代田線は土・休

日は電車が来ない、平日は朝夕だ

け。この実態からエレベーター設置

は費用対効果からみていかがか

報告書P197

地籍調査事業に要

する経費について

１ 登記完了地区に誤り等があった

とはどういうことか

２ 全体の進捗は

報告書P200

道路維持補修・道

路改良・通学路整

備に要する経費に

ついて

１ 改善要望と整備に至らない箇所

数

２ 地域要望が多い箇所での進まな

い理由

報告書

P190～P192



１５

土木費 ５ 関戸 勇

委 員

桑原地区整備推進

に要する経費につ

いて

１ 洪水ハザードマップで５ｍの浸

水地域である区域での整備は流域

治水関連法との関係で問題とはな

らないか

報告書P194

都市交通政策の推

進に要する経費に

ついて

１ コミバス路線について高齢者等

の移動手段は確保できたのか

報告書P195

公園維持管理に要

する経費について

１ 公園遊具の更新内容はどのよう

に検討し、実施したのか

２ 宮ノ前ふれあい公園の芝刈り・剪

定

報告書P203

６ 根岸裕美子

委 員

新型コロナウイル

ス感染症対策経費

について

１ 都市計画図データ整備の成果と

今後の課題

報告書P193

７ 落合信太郎

委 員

桑原地区整備推進

に要する経費につ

いて

１ 交通処理計画

２ 雇用の創出とあるが人口減少の

中での見通しは

報告書P194

公園維持管理に要

する経費、北浦川

緑地管理に要する

経費について

１ 放置自動車対策 報告書P203、

P206



１６

災害復

旧費、

公 債

費、諸

支 出

金、予

備費

１ 加 増 充 子

委 員

公債費について １ 公債費負担比率15.1％（昨年度

14.9％）

２ 具体的に

報告書P280



No 会派名 代表議員名 請求資料 担当部

1 日本共産党 関戸　勇
歳入国庫支出金に占める新型コロナ対応地方創生臨時交付金歳入金
額及び各款ごとの活用割合コロナ禍の年度ごと

財政部

2  日本共産党  関戸　勇
 コロナ禍の令和2年度、3年度で実施した施設改善事業の通常予算と
 コロナ対応臨時交付金の活用財源の割合を各款ごと、年度ごとに

3 日本共産党 関戸　勇
ふるさと納税　寄付金額と税収支、市民税控除額年度ごと一覧（5年
間）

財政部

4  日本共産党  関戸　勇  桑原地区整備推進に要する経費に関わる事業実績を示す資料  都市整備部

5  日本共産党  関戸　勇
 款別性質別一覧表中の物件費の各款年度別推移構成比の推移（5年
 程度）

6  日本共産党  関戸　勇  各種補助金支出の成果などに関する調（各款ごと主要事業）

7  日本共産党  関戸　勇
 交通バリアフリー推進に要する経費中、JR東日本が実施する東口構
 内エレベーター設置工事の設計資料（概要）

 都市整備部

8 日本共産党 関戸　勇
土木費道路維持補修・道路改良・通学路整備に要する経費について、
改善要望箇所の整備に至らない箇所数（令4年度予算計上除く）

建設部
教育委員会

9 日本共産党 関戸　勇
労働対策に関する経費中、雇用確保、就職、相談などの実績を示す3
～5年程度の資料

まちづくり振興
部

10 日本共産党 関戸　勇
公園維持管理に要する経費中、公園遊具定期点検委託料の結果を示
す資料

建設部

11 日本共産党 関戸　勇
防災施設等の整備に要する経費中、防災ラジオの、全世帯の中で、高
齢者・浸水想定区域、各普及率を示す資料

総務部

12 日本共産党 関戸　勇
創業支援等事業に関する経費中、起業後、市内で継続経営する起業
者数・事業各分野を示す資料

まちづくり振興
部

13 日本共産党 関戸　勇
保育所の管理運営に要する経費中、保育所ごとの入所児童数と保育
士数5年間の推移を示す資料

福祉部

14 日本共産党 関戸　勇
民間保育園入所に要する経費中、民間保育園の入所児童数と保育士
数5年間の推移を示す資料

福祉部

15 無会派クラブ 細谷　典男 防犯カメラの活用状況、警察などで使用した回数の推移等 総務部

16 無会派クラブ 細谷　典男 広報とりでHPアクセス数の推移 政策推進部

令和4年第3回定例会　決算・予算審査特別委員会資料請求一覧

9/2　取り下げ

9/2　取り下げ

9/2　取り下げ

9/6　取り下げ

9/6　取り下げ



No 会派名 代表議員名 請求資料 担当部

令和4年第3回定例会　決算・予算審査特別委員会資料請求一覧

17  無会派クラブ  細谷　典男
 ふるさと取手応援寄付金実績と事務費及び市民のほかの自治体への
 納税の還付実績の推移

 財政部

18 無会派クラブ 細谷　典男 これまでに上げた動画のアクセス数の推移、再生回数等 政策推進部

19 無会派クラブ 細谷　典男 防災無線関連の苦情件数推移 総務部

20 無会派クラブ 細谷　典男 衆議院選挙、県知事選挙の年代別投票率 総務部

21 無会派クラブ 細谷　典男
社会福祉協議会助成に要する経費：社会福祉協議会実績報告、社会
福祉協議会の業務委託実績と雇用状況

福祉部

22 無会派クラブ 細谷　典男
くらしのサポートセンター　相談件数推移
住宅確保給付金等申請件数推移

福祉部

23 無会派クラブ 細谷　典男 ひきこもり対策　相談実数　実施状況詳細 福祉部

24 無会派クラブ 細谷　典男 消防関連　車両一覧 消防本部

25 無会派クラブ 細谷　典男 教育総合支援センター　相談件数、相談内容等詳細 教育委員会

26 無会派クラブ 細谷　典男 土曜日学習支援　実施状況詳細 教育委員会

27 無会派クラブ 細谷　典男 各公民館稼働率 教育委員会

28 無会派クラブ 細谷　典男 ほんくる各小中学校別利用実績 教育委員会

29 公明党 染谷　和博 区別の法人件数（5年分） 財政部

30 公明党 染谷　和博 固定資産税における納税義務者の推移（5年分） 財政部

31 公明党 染谷　和博 防犯に要する経費44団体別人数と平均年齢 総務部

32 公明党 染谷　和博 2001　電算OA化に要する経費：費用の経費（5年分） 総務部

33 公明党 染谷　和博 交通安全事務に要する経費：項目別内訳 総務部

34 公明党 染谷　和博 防災ラジオの普及台数推移 総務部

35 公明党 染谷　和博
2401　自主防災組織に要する経費：防災士の推移（5年分）
防災士育成事業補助金の支給人数（5年分）

総務部

9/2　取り下げ



決算・予算審査特別委員会資料　NO.1

構成比 構成比 構成比

01 議会費 0 0.0

02 総務費 29,636 2.9 100,711 16.1 75,284 25,427 130,347 7.9

03 民生費 161,550 15.7 91,567 14.7 64,217 27,350 253,117 15.3

04 衛生費 27,452 2.7 9,130 1.5 9,130 36,582 2.2

05 農林水産業費 0 0.0

06 商工費 290,984 28.3 149,879 24.0 119,227 30,652 440,863 26.7

07 土木費 18,000 1.7 50,238 8.1 10,621 39,617 68,238 4.1

08 消防費 7,326 0.7 13,998 2.2 13,998 21,324 1.3

09 教育費 492,751 48.0 207,992 33.4 173,228 34,764 700,743 42.5

1,027,699 100.0 623,515 100.0 465,705 157,810 1,651,214 100.0

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

年度別・款別充当状況

(単位：千円、％）

令和2年度 　　令和3年度

合　　計

区　　　　分
合計

合計 うち現年分 うちR2繰越分



（単位：円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

49,356,570 41,785,000 175,106,960 230,275,500 869,896,878

20,552,028 21,667,061 89,014,190 112,090,154 439,985,179

28,804,542 20,117,939 86,092,770 118,185,346 429,911,699

64,525,000 88,970,000 113,270,000 124,943,000 162,240,000

▲ 35,720,458 ▲ 68,852,061 ▲ 27,177,230 ▲ 6,757,654 267,671,699 

※税額控除は前年の1月1日から12月31日までの寄附に対する控除額（各年度の市民税からの控除額）となります。

決算・予算審査特別委員会資料No.3

ふるさと取手応援寄附金実績と事務費及び
取手市民のふるさと納税に係る税額控除の推移（5年間）

寄附額

事務費

事業収支

税額控除

差引



決算・予算審査特別委員会資料 No.8

土木費道路維持補修・道路改良・通学路整備に要す

る経費について、改善要望箇所の整備に至らない箇

所数（令 4年度予算計上除く）

補修実施箇所（令和 3年度）

要望件数：1255 件 処理件数：1230 件

至らなかった箇所数：25件

修繕実施箇所（令和 2年度）

要望件数：1147 件 処理件数：1133 件

至らなかった箇所数：14件

修繕実施箇所（令和元年度）

要望件数：1451 件 処理件数 1381 件

至らなかった箇所数：70件

修繕実施箇所（平成 30 年度）

要望件数： 963 件 処理件数 938 件

至らなかった箇所数：25件

修繕実施箇所（平成 29 年度）

要望件数： 941 件 処理件数 880 件

至らなかった箇所数：61件



道路改良に要する経費

H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

計

通学路整備に要する経費

H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

計

決算・審査特別委員会資料　No8

要望箇所 着手箇所 未着手箇所

5箇所 4箇所 1箇所

5箇所 3箇所 2箇所

3箇所 0箇所 3箇所

2箇所 0箇所 2箇所

5箇所 0箇所 5箇所

20箇所 7箇所 13箇所

要望箇所 着手箇所 未着手箇所

9箇所 8箇所 1箇所

9箇所 9箇所 0箇所

1箇所 1箇所 0箇所

2箇所 2箇所 0箇所

4箇所 3箇所 1箇所

25箇所 23箇所 2箇所

土木費道路維持補修・道路改良・通学路整備に要する
経費について、改善要望箇所の整備に至らない箇所数
（令和４年度予算計上分は除く）



利用者数

取　手 守　谷 利　根 つくばみらい 他 男 女 相談者数 紹介者数 今年度－前年度

4月 716 656 14 7 1 38 397 319 363 176 26 1

5月 689 644 5 9 4 27 388 301 350 123 32 18

6月 721 672 8 1 6 34 401 320 368 116 22 21

7月 755 696 6 5 3 45 450 305 367 137 17 51

8月 721 632 3 4 11 71 309 412 354 111 11 154

9月 674 613 1 8 9 43 336 338 322 119 22 83

10月 678 632 5 7 3 31 322 356 335 110 26 0

11月 627 583 0 3 5 36 343 284 318 122 26 -14

12月 590 533 4 6 7 40 332 258 291 120 16 105

1月 610 567 6 4 9 24 384 226 306 96 16 -77

2月 691 628 7 9 8 39 389 302 362 150 20 -8

3月 623 572 4 10 7 30 382 241 358 158 39 -156

合 計 8,095 7,428 63 73 73 458 4,433 3,662 4,094 1,538 273 178

令和元年度　取手地域職業相談室利用状況

利用者の居住地 性　別 利用区分
月 利用者数 就職件数

平均 675 619 5 6 6 38 369 305 341 128 23

決算・予算審査特別委員会資料　№９

労働対策に関する経費中、雇用確保、就職、相談などの実績を示す3～5年程度の資料



利用者数

取　手 守　谷 利　根 つくばみらい 他 男 女 相談者数 紹介者数 今年度－前年度

4月 415 377 4 3 9 22 297 118 244 82 24 -301

5月 338 303 2 3 5 25 219 119 212 77 12 -351

6月 540 672 8 1 6 34 401 320 368 116 22 -181

7月 566 512 7 8 5 34 357 209 324 139 22 -189

8月 624 536 3 4 4 77 398 226 331 133 16 -97

9月 581 525 3 10 6 37 323 258 325 151 23 -93

10月 628 566 2 9 8 43 362 266 386 118 26 -50

11月 602 529 3 13 3 54 337 265 397 114 22 -25

12月 463 417 2 3 3 38 279 184 310 101 17 -127

1月 456 410 4 1 8 33 265 191 280 111 13 -154

2月 575 531 2 7 3 32 336 239 340 197 20 -116

3月 682 602 5 6 15 54 378 304 410 212 28 59

合 計 6,470 5,980 45 68 75 483 3,952 2,699 3,927 1,551 245 -1,625

令和２年度　取手地域職業相談室利用状況

利用者の居住地 性　別 利用区分
月 利用者数 就職件数

平均 539 498 4 6 6 40 329 225 327 129 20



利用者数

取　手 守　谷 利　根 つくばみらい 他 男 女 相談者数 紹介者数 今年度－前年度

4月 658 608 5 3 5 37 398 260 396 161 31 243

5月 480 438 5 4 5 28 275 205 316 101 24 142

6月 548 504 10 2 4 28 310 238 368 150 27 8

7月 491 443 6 12 4 26 305 186 316 110 21 -75

8月 469 434 6 4 2 23 269 200 315 129 14 -155

9月 506 466 6 7 5 22 301 205 341 114 23 -75

10月 523 483 2 7 1 30 297 226 347 109 22 -105

11月 565 535 2 4 2 22 345 220 362 144 17 -37

12月 470 435 2 7 3 23 248 222 311 97 26 7

1月 577 548 3 3 5 18 340 237 388 154 20 121

2月 525 492 3 0 3 27 310 215 332 155 28 -50

3月 608 540 3 0 8 57 344 264 403 161 32 -74

合 計 6,420 5,926 53 53 47 341 3,742 2,678 4,195 1,585 285 -1,675

令和３年度　取手地域職業相談室利用状況

利用者の居住地 性　別 利用区分
月 利用者数 就職件数

平均 535 494 4 4 4 28 312 223 350 132 24



取手市生涯現役促進地域連携事業における

相談・就業等実績

総合相談窓口コンシェルジュ事業

高年齢者雇用新規開拓・啓発事業

年度 来所者 雇用就業者 起業者

令和元年度 41.1 人／月 94 人 4 人

令和２年度 36.8 人／月 135 人 12 人

令和３年度 33.3 人／月 161 人 11 人

年度 訪問件数 求人件数

令和元年度 202 社 79 件

令和２年度 399 社 72 件

令和３年度 572 社 103 件



決算・予算審査特別委員会資料 No.10

公園維持管理に要する経費中、

公園遊具定期点検委託料の結果を示す資料

●令和３年度公園遊具定期点検業務委託における点検結果

（160公園 603施設）
ランク A : 32施設
・全体的に健全である。

・緊急の補修の必要性はないため、日常の維持保全で管理

するもの。

ランク B : 248施設
・全体的に健全だが、部分的に劣化が進行している。

・緊急の補修の必要性はないが、維持保全の管理の中で、

劣化部分について定期的な観察が必要なもの。

ランク C : 275施設
・全体的に劣化が進行している。

・現時点では重大な事故につながらないが、利用し続け

るためには部分的な補修、もしくは更新が必要なもの。

ランク D : 48施設
・全体的に顕著な劣化である。

・重大な事故につながる恐れがあり、公園施設の利用禁

止あるいは、緊急な補修、もしくは更新が必要なもの。



月

年度

－ － － － － － － － － － － 868 868

156 56 32 36 40 16 3 2 1 63 11 104 520

63 39 16 10 16 13 26 6 7 10 91 54 351

11 6 10 18 10 0 0 7 0 0 0 0 62

決算・予算審査特別委員会資料　No.11

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

母　数 内　容 計算式 普及率

・高齢者普及率 1,218台÷4,799世帯×100≒25.38 　25.38%

・浸水想定区域普及率 1,691台÷44,327世帯×100≒3.81 　 3.81%

・高齢者普及率 1,218台÷1,794世帯×100≒67.89 　67.89%

・浸水想定区域普及率 1,691台÷1,794世帯×100≒94.26 　94.26%

防災施設等の整備に要する経費中、防災ラジオの全世帯中で、高
齢者・浸水想定区域、各普及率を示す資料

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

全世帯

防災ﾗｼﾞｵ
貸与世帯

※世帯数の基準日は令和4年4月1日　ラジオの配布台数は令和4年9月1日のデータを使用しておりま
す



決算・予算審査特別委員会資料 NO.12

創業支援等事業に関する経費中、起業後、市内で

継続経営する起業者数・事業各分野を示す資料

マッチとりで事業開始以降の新規起業家登録者数

令和４年３月末現在

上記市内起業者数について、現時点での継続経営の

状況については把握しておりません。

  業 種 市内起業者数

消費者向けサービス業
（英会話教室，プログラミング教室，写真撮

影 他）
46

事業所向けサービス業
（事業者向けコンサルタント 他）

15

専門サービス業
（税理士などの士業，フリーアナウンサー

他）

4

飲食業 5

不動産業 2

小売業(ネットショップ含) 4

計 76



決算・予算審査特別委員会資料 NO.13

公立保育所入所児童数と保育士数

施設別集計 各年度3月1日時点

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3
永山保育所 112 108 111 104 97 100 31 31 29 25 24
井野なないろ保育所
(H30以前は吉田・舟山)

195 195 191 196 199 220 56 62 60 58 58

白山保育所 116 114 110 104 113 130 35 36 40 36 39
戸頭北保育所
(R4.4から永山保育所へ編入）

80 79 79 64 39 90 23 24 27 30 23

中央保育所 105 101 99 82 88 120 30 35 36 29 32
久賀保育所 141 142 140 126 113 132 41 36 37 37 37

公立保育所 計 749 739 730 676 649 792 216 224 229 215 213

入所児童数
（管外受託除く）

保育士・保育教諭数
（一時保育・支援センター除

く）施設長含
施設名（公立幼稚園除） 定員数

(R3.4時点)
備考



決算・予算審査特別委員会資料 NO.14

民間保育園等の入所児童数と保育士数

施設別集計 各年度3月1日時点

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3
取手保育園 95 97 91 94 95 90 23 22 23 25 26
ふたば保育園 47 50 50 49 49 50 10 10 10 8 9
育英保育園 86 89 84 86 86 90 19 18 20 17 17
たちばな保育園 98 101 91 93 89 90 20 20 18 19 19
共生保育園 63 67 67 64 64 60 15 15 15 19 18
稲保育園 104 100 102 100 101 90 19 18 18 19 19
戸頭東保育園 86 93 96 106 121 138 19 19 23 23 23
藤代駅前ナーサリースクール
（R1より開所）

- - 28 35 38 60 10 9 10

私立保育園 計 579 597 609 627 643 668 125 122 137 139 141
めぐみ幼稚園 128 125 128 129 110 142 17 20 20 21 18
たかさごスクール取手 144 153 145 148 145 153 26 27 24 23 26
取手ふたば文化 187 199 194 186 184 236 17 20 22 20 20
みどりが丘幼稚園 204 204 202 210 194 256 24 23 27 25 22
戸頭さくらの森 110 115 107 108 103 132 18 16 15 16 16
取手幼稚園 31 40 64 62 58 70 9 11 14 15 13
つつみ幼稚園（R2より認定こども園） - - - 141 134 188 23 20
白山幼稚園 93 96 92 89 84 95 9 10 11 12 12
光風台幼稚園 104 106 106 110 100 115 19 21 21 24 25
あづま幼稚園
（R1.10より幼稚園型認定こども園（接続
型））

84 88 109 131 157 178 12 16 24 31 31

認定こども園 計 1085 1126 1147 1314 1269 1,565 151 164 178 210 203
どんぐり保育園 19 24 25 24 24 30 15 15 14 15 16

事業所内 計 19 24 25 24 24 30 15 15 14 15 16
チューリップ幼稚園 31 29 32 37 39 35
チューリップ第二幼稚園 31 25 25 23 17 25

幼稚園 計 62 54 57 60 56 60

入所児童数
（管外受託除く）

保育士・保育教諭数
（一時保育・支援センター除

く）施設長含
施設名（公立幼稚園除） 定員数

(R3.4時点)
備考



照会件数
年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合計
件数 7 3 12 10 7 14 17 34 30 38 54 63 43 332

８月現在
照会事由

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 合計
刑法犯罪 5 2 12 8 5 11 14 24 20 29 41 52 33 256
道交法違反 1 1 1 3 6 5 4 11 4 3 39
県条例等違反 1 1 1 1 5 9
その他 3 4 5 2 7 7 28

８月現在

1 1 Ｈ２１
2 1 Ｈ２１
3 1 Ｈ２１

4 2 Ｈ２１

5 8 Ｈ２２
6 2 Ｈ２３
7 3 Ｈ２５
8 2 Ｈ２６
9 1 Ｈ２６

10 2 Ｈ２７
11 2 Ｈ２７
12 2 Ｈ２７
13 2 Ｈ２７
14 2 Ｈ２７
15 2 Ｈ２７
16 2 Ｈ２７
17 1 Ｈ２７
18 2 Ｈ２７
19 2 Ｈ２７
20 1 Ｈ２７
21 2 Ｈ２７
22 2 Ｈ２７
23 2 Ｈ２８
24 5 Ｈ２８
25 2 Ｈ２８
26 2 Ｈ２８
27 1 Ｈ２９
28 4 Ｈ２９
29 2 Ｈ２９
30 2 Ｈ２９
31 5 Ｈ３０
32 1 Ｈ３０
33 2 Ｈ３０
34 2 Ｈ３０
35 2 Ｈ３０
36 1 Ｈ３０
37 2 Ｈ３１
38 3 Ｈ３１
39 2 Ｒ２
40 2 Ｒ２
41 2 Ｒ３
42 2 Ｒ３

合計 91

決算・予算審査特別委員会資料　No.15

 防犯カメラの活用状況、警察などで使用した回数の推移

設置場所 設置台数 設置年度
取手市役所本庁舎（ＡＴＭ付近）　
取手市役所藤代庁舎（ＡＴＭ付近）　
藤代駅南口　（自転車駐車場内）　

取手駅西口ロータリー（取手ボックスヒル内郵便
局前、宇田川ビル前）

ゆめみ野隧道
関東鉄道常総線新取手駅前（路上）
取手駅西口歩行者通路（２階路上）
取手市戸頭４丁目（路上）
取手市白山２丁目（路上）
取手市消防団第４分団付近
取手市藤代駅北口自転車駐車場
藤代駅南口　（ロータリー）　
取手市立桜が丘小学校　（路上）
取手市立取手図書館　（路上）
取手市国道高架下自転車駐車場
取手駅西口ペディストリアンデッキ西側
関東鉄道常総線ゆめみ野駅前　（路上）
取手市井野１丁目　（民間駐車場）
取手市取手２丁目　（路上）
取手市立白山小学校付近
取手市東４丁目　（路上）
取手郵便局付近　（路上）
さくら坂　（路上）
取手駅東口（駅前交番前ほかロータリー）
取手駅東西連絡地下通路内
新大利根橋北交差点（戸頭1100-1番地付近）
関東鉄道常総線寺原駅改札前（路上）
戸頭公園内
もくせい公園内
藤代庁舎東交差点
藤代駅北口ロータリー
白山７丁目交差点
取手駅西入口交差点
グリーンスポーツセンター入口交差点
戸頭警察官派出所交差点
高井小学校南側市道上
市之台稲豊橋西交差点
藤代紫水高校北交差点
取手市新町６－３－２地先
取手市下高井１９９８－２地先
文巻橋西側
新川交差点南側



決算・予算審査特別委員会資料 No.16

広報とりでＨＰアクセス数の推移

【アクセス数一覧】

各年度に発行された広報とりでウェブページへのアクセス総数は以下のとお

りです。

※令和 4年 3月 31日時点

広報発行年度 総アクセス数

令和元年度 19,840

令和 2年度 22,927

令和 3年度 44,802



決算・予算審査特別委員会資料 No.18

これまでに上げた動画のアクセス数の推移・

再生回数等

【令和3年度の動画公開数】43本

【広報特集連動動画の作成数・再生回数】

※令和 4年 3月 31日時点

【絶妙法師 PR動画再生回数推移（各年度毎）】

本数 号数 特集・動画内容 再生回数

1 7月 1日号 消防・命をつなぐ仕事（災害重機隊訓練） 546
2 7月 1日号 消防・命をつなぐ仕事（救助訓練） 599
3 8月 1日号 水害を知り・備える（水害体験談など） 706
4 9月 1日号 脱炭素社会を目指す（個人の具体的行動例等） 185
5 10月 1日号 旧取手宿本陣染野家住宅（本陣内部紹介） 270
6 11月 1日号 市制施行 50周年記念（記念花火動画） 836
7 11月 1日号 市制施行 50周年記念（記念式典） 402
8 12月 1日号 交通事故ゼロのために（交通事故原因・予防） 319
9 2月 1日号 GIGAスクール構想（授業の様子と市の取組） 675
10 3月 1日号 「民生委員・児童委員」（活動内容など） 138

第 1話 第 2話 第 3話 第 4話 第 5話 再生数 累計再生数

H28 46,654 828 693 666 654 49,495 49,495
H29 3,034 1,812 1,488 1,583 1,397 9,314 58,809
H30 1,439 675 582 544 516 3,756 62,565
R1 1,023 519 435 386 363 2,726 65,291
R2 1,669 640 525 513 484 3,831 69,122
R3 1,602 405 329 282 297 2,915 72,037
話毎計 55,421 4,879 4,052 3,974 3,711



【これまでの主な公開動画再生数（令和4年3月 31日時点）】

公開日 動画名 再生数

１ R3.4.5 取手市名誉市民木内幸男氏 ～高校野球とともに

歩んだ人生～

127,650

２ H29.3.24 取手市 PR 動画『ほどよく絶妙とりで』第 1話

（取手駅）

55,421

３ R4.3.17 取手市観光 PR 動画「さくらまやのほどよく絶妙！

とりでめぐり」

23,415

４ R1.10.3 取手市の鳥”カワセミ”が民家に営巣！！ 6,429

５ R2.10.1 取手市制施行 50 周年「とりで半世紀の記憶」（令和

2年 10 月 1 日）

5,648



年度 防災無線放送回数 苦情・意見・情報提供

R2 46回 29件
R3 35回 8件
R4 32回 3件 （R4.9.2日現在）

年度 主な苦情内容 対応 備考

・スピーカーから音が出て
いない、途中で途切れる

・設置業者にて修繕対応

防災無線改修後、充放電
カードの不具合が一部子局
で発生したものによるもの
（全局点検等により対応
済）

・防災無線がうるさい
・防災無線の必要性等を説
明しご理解いただいた

・放送内容が聞こえない
・気象状況等により聞こえ
にくい場合がある旨説明
し、防災ラジオ等を案内

・防災無線がうるさい
・防災無線の必要性等を説
明しご理解いただいた

・放送内容が聞こえない
・気象状況等により聞こえ
にくい場合がある旨説明
し、防災ラジオ等を案内

決算・予算審査特別委員会資料No.19

防災無線関係の苦情件数推移

※放送回数は午後3時見守り放送、午後5時定時放送を除く。

R2

R3～R4



男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

18・19歳 894 830 1,724 391 343 734 43.74 41.33 42.58

20～29歳 4,303 4,046 8,349 1,316 1,301 2,617 30.58 32.16 31.35

30～39歳 5,126 4,784 9,910 1,920 1,958 3,878 37.46 40.93 39.13

40～49歳 7,732 6,983 14,715 3,525 3,289 6,814 45.59 47.10 46.31

50～59歳 7,352 6,660 14,012 4,057 3,683 7,740 55.18 55.30 55.24

60～69歳 6,267 6,820 13,087 4,274 4,529 8,803 68.20 66.41 67.27

70～79歳 8,641 10,071 18,712 6,440 6,920 13,360 74.53 68.71 71.40

80歳以上 4,497 6,208 10,705 2,810 2,746 5,556 62.49 44.23 51.90

合計 44,812 46,402 91,214 24,733 24,769 49,502 55.19 53.38 54.27

※数値は小選挙区選挙のもので、在外投票を除いた国内投票分のみ

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

18・19歳 857 832 1,689 240 243 483 28.00 29.21 28.60

20～29歳 4,193 3,942 8,135 709 742 1,451 16.91 18.82 17.84

30～39歳 5,074 4,731 9,805 1,065 1,144 2,209 20.99 24.18 22.53

40～49歳 7,762 6,969 14,731 2,019 2,023 4,042 26.01 29.03 27.44

50～59歳 7,234 6,583 13,817 2,209 2,192 4,401 30.54 33.30 31.85

60～69歳 6,287 6,861 13,148 2,514 2,802 5,316 39.99 40.84 40.43

70～79歳 8,685 10,110 18,795 4,109 4,400 8,509 47.31 43.52 45.27

80歳以上 4,409 6,099 10,508 1,766 1,684 3,450 40.05 27.61 32.83

合計 44,501 46,127 90,628 14,631 15,230 29,861 32.88 33.02 32.95

決算・予算審査特別委員会資料 No.20

衆議院選挙、県知事選挙の年代別投票率 

○衆議院議員総選挙（令和３年１０月３１日執行）

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率（％）

○茨城県知事選挙（令和３年９月５日執行）

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率（％）

年代

年代



決算・予算審査特別委員会資料 No.21-1

社会福祉協議会助成に要する経費実績報告

【令和３年度】

2001 社会福祉協議会助成に要する経費 125,078,000 円（138,190,000 円）

［一財 125,078,000 円］

○ 目的

社会福祉協議会が実施する事業に参加することにより、障害者、高齢者、そして地域

の人々が生きがいを感じ、豊かな生活を送ることを目指す。社会福祉協議会の事業は営

利を目的としないので、補助をすることによって健全な事業運営を図る。

○ 内容 （単位：千円）

○ 効果

各種事業を展開することで、障害者、高齢者、地域の人々が共に支え合いながら暮ら

していける地域づくりが推進できた。

年度 取手市

社会福祉協

議会

本所運営

藤代支所

運営

在宅福祉サ

ービス

運営

ヘルパース

テーション

運営

ボランティ

ア支援セン

ター運営

特定相談

支援事業

R3 80,488 11,183 546 17,524 873 14,464

R2 97,184 17,761 738 13,453 798 8,256



令和３年度取手市社会福祉協議会事業別実績報告

事業名 説明 実績報告

ボランティア支援センタ

ー運営事業

各種ボランティア講習会の開催、ボランテ

ィア団体支援、広報誌キューピット発行、

イベント参加及び支援、ボランティアの育

成をはかり、ネットワ－クをつくる。

登録ボランティア 212 団体

個人登録 747 人

各種講習会 7講座 38 回開催 参加 95 人

学校ボランティア 小学校 5校 10 回実施(手話・点字体験、

障害のある方の講話）

いこいの場事業 落語と音楽 DVD 無料配布、歌とミニコンサ

ート DVD 無料配布 配布枚数 846 枚

ヘルパーステーション 居宅介護支援事業（介護保険）

居宅介護支（介護予防支援）

居宅介護支援（介護予防ケアマネジメント）

※居宅介護支援事業所につては、令和 4年 3 月 31 日付け

で閉所

訪問介護事業（介護保険）

1号訪問介護（介護保険）

居宅介護事業（障害福祉サービス）

重度訪問介護（障害福祉サービス）

「愛の定期便」受託事業（安否確認事業）

契約者数 0名 延利用人数 159 名

契約者数 2名 延利用人数 42 名

契約者数 1名 延利用人数 48 名

契約者数 13 名 延利用人数 151 名

契約者数 4名 延利用人数 54 名

契約者数 35 名 延利用人数 401 名

契約者数 1名 延利用人数 7名

計 56 名 862 名

35 人＝利用延人数 3,742 名

在宅福祉サービス事業 高齢者や障害者及びその家族の日常生活の

負担を軽くするために地域の人々の協力に

て援助を行う有料の福祉サービス。

利用延時間 1,301 時間

利用延回数 1,080 回

登録利用会員数 540 人

登録協力会員数 83 人

特定相談・児童相談事業 知的障害

身体障害

精神障害

児童

契約者数 118 名 計画作成件数 86 件 モニタリング作成件数 139 件

契約者数 40 名 計画作成件数 28 件 モニタリング作成件数 46 件

契約者数 77 名 計画作成件数 67 件 モニタリング作成件数 100 件

契約者数 260 名 計画作成件数 296 件 モニタリング作成件数 166 件



【令和２年度】

2001 社会福祉協議会助成に要する経費 138,190,000 円（128,210,000 円）

[一財 138,190,000 円]

○ 目的

社会福祉協議会が実施する事業に参加することにより、障害者、高齢者、そして地域

の人々が生きがいを感じ、豊かな生活を送ることを目指す。社会福祉協議会の事業は営

利を目的としないので、補助をすることによって健全な事業運営を図る。

○ 内容 （単位：千円）

○ 効果

各種事業を展開することで、障害者、高齢者、地域の人々がともに支え合いながら暮

らしていける地域づくりが推進できた。

年度 取手市

社会福祉

協議会

本所運営

藤代支所

運営

在宅福祉

サービス

運営

ヘルパー

ステーシ

ョン運営

ボランテ

ィア支援

センター

運営

成年後見

事業

R2 97,184 17,761 738 13,453 798 8,256

R1 81,683 20,947 734 15,764 849 8,233



令和２年度取手市社会福祉協議会事業別実績報告

事業名 説明 実績報告

ボランティア支援センター運

営事業

各種ボランティア講習会の開催、ボランティア団

体支援、広報誌キューピット発行、イベント参加

及び支援、ボランティアの育成をはかり、ネット

ワ－クをつくる。

登録ボランティア 216 団体

個人登録 746 人

各種講習会 6講座 25 回開催 参加 78 人

学校ボランティア 小学校 5 校 13 回実施(車椅子

体験・アイマスク白杖シニア体験・手話・点字体験、

視覚障害者の講話等）

いこいの場事業 歌とミニコンサート DVD 無料配

布 配布枚数 177 枚

ヘルパーステーション 居宅介護支援事業（介護保険）

居宅介護支（介護予防支援）

居宅介護支援（介護予防ケアマネジメント）

訪問介護事業（介護保険）

1号訪問介護（介護保険）

居宅介護事業（障害福祉サービス）

「愛の定期便」受託事業（安否確認事業）

契約者数 21 名 延利用人数 388 名

契約者数 4名 延利用人数 68 名

契約者数 5名 延利用人数 95 名

契約者数 13 名 延利用人数 185 名

契約者数 6名 延利用人数 72 名

契約者数 36 名 延利用人数 391 名

計 85 名 1,199 名

44 人＝利用延人数 4,286 名

在宅福祉サービス事業 高齢者や障害者及びその家族の日常生活の負担

を軽くするために地域の人々の協力にて援助を

行う有料の福祉サービスです。

利用延時間 1,239 時間

利用延回数 1,015 回

登録利用会員数 529 人

登録協力会員数 78 人

成年後見事業 相談・援助件数

法人後見受任事業

ＮＰＯ法人とりで市民後見の会サポート事業

新規（問合せ・相談）件数 27 件

継続（援助・支援）件数 211 件

受任件数 16 名

法人後見受任調整検討部会開催件数 4回

事業運営審査委員会開催件数 1回

フォローアップ研修開催件数 2回



一般会計

担当課 委託料　摘要名 決算額（円）

社会福祉課 生活困窮者自立相談支援委託料 ２９，５２８，０００

ぬくもり学習支援業務委託料 １，６４２，０００

ひきこもり相談支援業務委託料 １，７１２，０００

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金受付業務委託料 ８，７４７，０００

高齢福祉課 成年後見制度中核機関運営委託料 ７，４９２，０００

愛の定期便事業委託料 ２３５，４８４

老人福祉センターあけぼの指定管理料 ３７，４３８，０００

老人福祉センターさくら荘指定管理料 ３１，０１８，０００

障害福祉課 障害者福祉センターつつじ園指定管理料 ３６，１６３，０００

障害者福祉センターふじしろ指定管理料 ９，８５０，０００

障害者福祉センターあけぼの指定管理料 ２０，３２９，０００

こども発達センター指定管理料 ３８，６６５，０００

子育て支援課 ファミリーサポートセンター事業委託料 ４，８８８，０００

健康づくり推進課 いきいきプラザ・げんきサロン指定管理料 １，９４７，０００

介護保険特別会計

高齢福祉課 介護支援ボランティア事業委託料 ２５０，０００

健康づくり推進課 いきいきプラザ・げんきサロン指定管理料 ６，７６６，０００

決算・予算審査特別委員会資料　No.21-2

社会福祉協議会の業務委託実績（令和３年度）



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
年間
合計

56 55 61 49 54 52 32 45 31 28 24 34 521 

56 55 61 49 54 52 30 41 26 25 20 30 499 

46 51 60 48 51 46 30 38 19 24 18 28 459 

12 9 1 7 3 10 8 4 6 4 1 5 70 

11 7 0 3 1 6 3 3 6 4 1 3 48 

1 2 1 4 2 4 5 1 0 0 0 2 22 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

112 135 169 112 126 97 68 75 51 43 30 46 1,064 

うち 0 0 2 2 1 0 0 0 0 2 1 0 8 

112 134 169 112 125 96 68 75 51 43 29 46 1,060 

10 6 8 5 9 2 7 7 2 9 3 5 73 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 1 1 0 0 0 0 0 2 1 0 5 

0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 3 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

104 132 152 104 123 96 68 68 51 38 27 37 1,000 

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 

70 92 114 73 79 62 43 47 41 23 13 29 686 

0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 4 

70 92 113 73 79 61 43 47 41 23 12 28 682 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

10 3 4 4 5 1 2 1 2 1 3 1 37 

60 89 110 69 74 61 41 46 39 22 10 28 649 

69 92 113 73 79 62 43 47 41 23 13 29 684 

うち 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 

うち 6 3 2 0 1 1 1 1 2 1 2 0 20 

1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

うち 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

うち 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

うち 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

決算・予算審査特別委員会資料　No.22-1

くらしサポートセンター　相談件数推移

2021年度　生活困窮者自立相談支援事業　月次実績詳細報告
自立相談支援機関名 取手市社会福祉協議会

１．総括表

新規相談受付件数（本人未特定を含む）

(うち)本人特定のみ（本人同意なしを含む）

（うち）本人特定のみ（本人同意ありのみ）

プラン策定前支援終了件数（初回スクリーニング時）

情報提供のみで終了

他機関へのつなぎで終了

スクリーニング判断前に中断・終了

支援決定・確認件数(再プランを含む）

支援決定あり

就労支援対象者数（プラン期間中の一般就労を目標にしている）

住居確保給付金

一時生活支援事業

家計改善支援事業

就労準備支援事業

認定就労訓練事業

自立相談支援事業による就労支援

生活福祉資金による貸付

生活保護受給者等就労自立促進事業

評価実施件数（再プランを含む）

終結

再プランして継続

中断

変化あり

変化なし

①評価実施件数中就労支援対象プラン作成者分

一般就労開始

就労収入が増加

②評価実施件数中、就労支援非対象プラン作成者分

一般就労開始

就労収入が増加

③プラン作成者以外

一般就労開始

う
ち

法
に
基
づ
く

事
業
等
利
用

そ
の
他

評
価
結
果

見
ら
れ
た

変
化



延長 再延長 再々延長 特例１ 延長 再貸付 再支給

相談 申請 申請 申請 申請 申請 相談 申請 相談 申請 申請 申請 相談 申請 申請

4月 5 2 3 0 4 1 15 31 19 35 40 14

5月 14 1 2 1 0 2 15 33 21 48 61 15

6月 2 0 1 2 0 5 27 41 41 61 63 27

7月 2 1 1 1 0 2 22 37 22 44 26 120 25

8月 6 4 0 2 1 2 31 35 24 38 45 31 8

9月 3 1 0 0 1 0 13 37 14 33 37 12 6

10月 3 2 3 0 2 0 7 17 6 22 23 13 4

11月 3 1 2 0 2 2 6 19 6 27 28 29 7

12月 3 1 0 0 0 1 4 8 3 7 12 13 7 14

1月 1 2 2 3 0 2 8 18 11 15 55 8 6

2月 1 2 0 1 0 0 13 18 10 15 23 3 6

3月 8 2 1 0 0 2 16 20 14 18 18 6 7

計 51 19 15 10 10 19 177 314 191 363 164 227 314 74 33

決算・予算審査特別委員会資料　No.22-2

住居確保給付金等申請件数推移（令和３年度）

住居確保給付金 緊急小口資金特例貸付 総合支援資金特例貸付 生活困窮者自立支援金

新規 新規 新規 新規



１．相談支援業務相談件数
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月
14 8 9 10 10 16 18 14 14 11 10 8 142

２．男女比率 ３．年齢別 ４．相談者
人数 割合 人数 割合 人数 割合
128 90% 0 0% 115 81%
11 8% 72 51% 20 14%
3 2% 43 30% 0 0%

142 100% 10 7% 7 5%
8 6% 142 100%
1 1%

５．相談目的 8 6%
人数 割合 142 100%
55 39%
19 13%
55 39%
0 0%
0 0%
13 9%
142 100%

６．研修実績

７．市内中学３年生（卒業生）向けポストカード等配布について

決算・予算審査特別委員会資料　No.23

令和３年度　引きこもり対策　相談実数　実施状況

（単位：人）

延べ件数

項目内容 項目内容 項目内容
男 10代 本人
女 20代 家族
不明 30代 知人

40代 その他
50代

60代以上
不明

項目内容
本人との関わり
家族との関わり
就労について
居場所について
医療機関について

その他

実施日 研修等名 対象者 参加人数
7月12日 ひきこもりの理解と支援に関して 福祉部関係機関 15名
11月15日 ひきこもりの理解と支援に関して 市内障害者団体 28名

日時 打合せ内容 担当 出席者数
5月10日 市内の不登校児童への今後の支援 一般社団法人アイネットＮＰＯ法人こころ・社協 4名

7月29日
教育委員会と今後の不登校児童への
支援について打合せ

教育委員会指導課・教育総合支援センター
社会福祉課・社協

4名

8月30日
アドバイザー２団体を含めて教育総
合支援センターと打合せ

一般社団法人アイネット・ＮPO法人ここ
ろ教育総合支援センター・社協

5名

12月24日 ポストカード等配布に向けた打合せ とりでアートプロジェクト・社協 3名

1月13日 ポストカード等配布に向けた打合せ とりでアートプロジェクト・ＮＰＯ法人こころ・社協 4名

2月18日 ポストカード等配布に向けた打合せ とりでアートプロジェクト・教育総合支援センター・社協 4名

3月1日 校長会にポストカード等配布依頼 教育総合支援センター・社協

3月8日 市内中学３年生等にポストカード等を配布 820枚配布

3月9日 青少年センターにポストカード等を周知 青少年センター・社協

※項目（２，３，４）における「不明・その他」は、個人
情報を拒否された方または民生委員や地域包括支援セン
ターや行政機関など支援団体からの相談である。
※項目（５）における「その他」は、支援団体等への間接
的な助言や支援である。



（R4.4.1現在）

種　別 車 種・車 名 配置年度 規 格 特殊装備・積載品等

連絡車 ハイゼットカーゴ（銀） R1 リース車

連絡車 ハイゼットカーゴ（白） R1 リース車

連絡車 ノア H30 リース車

連絡車 ハイエースコミュータ R1 リース車

連絡車 サクシードバン R1 リース車

広報車 サクシード H17

査察指導車 軽バン H27

救急普及啓発車 日産シビリアン H30

指揮車 トヨタ・ハイエース4WD H8 指揮本部用機材一式

指揮車 三菱・パジェロ H20

化学車 日野・レンジャー　4WD　5.5ｔ H25 Ⅱ型 薬液槽500ℓ・水槽1,300ℓCAFS

ポンプ車 日野・デュトロ　4WD　3.5ｔ R2 CD-1

梯子車 日野 H28 35ｍ 先端屈折・水管付・４ＷＳ付

救助工作車 ニッサン H12

高規格救急車 トヨタ・ハイメディック 4WD R1 高度救命用資機材

高規格救急車(予備車) トヨタ・ハイメディック 4WD H18 高度救命用資機材

ボートトレーラー H11

ボートトレーラー H22

ボートトレーラー H23

重機搬送車 日野・レンジャー　10t H24 総務省無償貸与・移動式クレーン

重機（バックホウ） コマツPC55MR-3 H24
総務省無償貸与・ブレーカー
ニブラ・旋回フォーク

重機（バックホウ） 日立 ZU30U H21

指揮車 トヨタ・プレミオ H8

水槽付ポンプ車 日野・レンジャー　4WD　5.5ｔ H29 水１－Ｂ 水槽1,500ℓCAFS

ポンプ車 日野・デュトロ　4WD　3.5ｔ R3 CD-1

高規格救急車 トヨタ・ハイメディック 4WD H29 高度救命用資機材

指揮車 ダイハツ・ハイゼット H28 小型動力ポンプ（シバウラ製）

水槽付ポンプ車 日野・レンジャー　4WD　5.5ｔ H27 水１－Ｂ 水槽1,500ℓCAFS

ポンプ車 いすゞ・エルフ H6 CD-1

高規格救急車 トヨタ・ハイメディック 4WD H26 高度救命用資機材

資機材搬送車 三菱・キャンター H11 移動式クレーン

指揮車 ニッサン・ テラノ H12

水槽付ポンプ車 三菱 H12 水槽2,000ℓ

ポンプ車 日野・デュトロ　4WD　3.5ｔ H30 CD-1 水槽600ℓCAFS

高規格救急車 トヨタ・ハイメディック 4WD H24 高度救命用資機材

ボートトレーラー SUNTREX R3

水槽付ポンプ車(予備車) 日野・レンジャー　5.5t H7 Ⅱ型 水槽2,000ℓ

宮和田
出張所

高規格救急車 トヨタ・ハイメディック 4WD H21 高度救命用資機材

予算・決算審査特別委員会資料　No.24

消防関連　車両一覧

1．常備消防車両配置状況

所　属

戸
頭
消
防
署

吉
田
消
防
署

椚
木
消
防
署

消
防
本
部

取
手
消
防
署



（R4.4.1現在）

種　　別 車種・車名 配置年度 規格 装備・積載備品等

第１分団  ポンプ車  日野・デュトロ R3 ＣＤ-1  ホースカー

第２分団 ポンプ車  三菱・キャンター H7 ＣＤ-1  ホースカー

第３分団  ポンプ車  三菱・キャンター H10 ＣＤ-1  ホースカー

第４分団  ポンプ車  三菱・キャンター H6 ＣＤ-1  ホースカー

第６分団  ポンプ車  日野・デュトロ R2 ＣＤ-1  ホースカー

第７分団  ポンプ車  三菱・キャンター H7 ＣＤ-1  ホースカー

第８分団  ポンプ車  三菱・キャンター H10 ＣＤ-1  ホースカー

第９分団  ポンプ車  三菱・キャンター H9 ＣＤ-1  ホースカー

第10分団 ポンプ積載車  トヨタ・ハイエース H23  小型動力ポンプ（シバウラ製）

第11分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H22  小型動力ポンプ（ラビット製）

第12分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H27  小型動力ポンプ（ラビット製）

第13分団 ポンプ車  日野・デュトロ R1 ＣＤ-1  ホースカー

第14分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H26  小型動力ポンプ（ラビット製）

第15分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H27  小型動力ポンプ（ラビット製）

第16分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H21  小型動力ポンプ（ラビット製）

第17分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H24  小型動力ポンプ（ラビット製）

第18分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H28  小型動力ポンプ（ラビット製）

第19分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H21  小型動力ポンプ（シバウラ製）

第20分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H26  小型動力ポンプ（ラビット製）

第21分団 ポンプ車  三菱・キャンター H8 ＣＤ-1  ホースカー

第22分団 ポンプ車  トヨタ・ダイナ H25 ＣＤ-1  ホースカー

第26分団 ポンプ車  日野・デュトロ H29 ＣＤ-1  ホースカー

第27分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H17  小型動力ポンプ（シバウラ製）

第28分団 ポンプ車  日野・デュトロ H29 ＣＤ-1  ホースカー

第29分団 ポンプ積載車  日産・アトラス H28  小型動力ポンプ（ラビット製）

第30分団 ポンプ車  いすゞ・エルフ H6 ＣＤ-1  ホースカー

第31分団 ポンプ積載車  日産・アトラス R2  小型動力ポンプ（トーハツ製）

第32分団 ポンプ車  日野・デュトロ H30 ＣＤ-1  ホースカー

第33分団 ポンプ車  いすゞ・エルフ H5 ＣＤ-1  ホースカー

第34分団 ポンプ車  日野・デュトロ H30 ＣＤ-1  ホースカー

第35分団 ポンプ車  いすゞ・エルフ H14 ＣＤ-1  ホースカー

第36分団 ポンプ積載車  日産・アトラス R1  小型動力ポンプ（トーハツ製）

第37分団 ポンプ車  いすゞ・エルフ H14 ＣＤ-1  ホースカー

消防団本部 消防団指揮車 三菱デリカ R3

2．消防団車両配置状況

所　属

取
　
手
　
市
　
消
　
防
　
団



決算・予算審査特別委員会資料 No.25

教育相談業務：電話、来所、訪問、内容別など

（教育総合支援センター）

１．教育総合支援センターにおける相談件数一覧

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）

※適応指導教室の通室生及び保護者の相談は含まず。

相談形態など 相談延べ件数 相談内容

電話による相談 ５６件

・登校渋り １５件

・不登校 ５件

・家庭生活に関すること １０件

・学校生活に関すること ９件

・しつけなど ７件

・その他 １０件

来所による相談 ３５７件

・不登校 １４０件

・登校渋り １０８件

・学校生活に関すること ４６件

・問題行動 ３１件

・発達について １８件

・健康身体 ９件

・家庭生活に関すること ４件

・その他 １件

教育相談部会による相談 １１４６件

主たる教育相談部会の協議内容

・登校渋り・不登校 ・情緒不安 ・家庭環境

・学校不適応・友人関係・身体健康・発達について



決算・予算審査特別委員会資料 No.26

土曜日学習支援 実施状況詳細

１．実施回数

２．登録児童数

３．利用者数

４．実施体制

（１）学習支援員

（２）高校生ボランティア

対象者 開催期間 開催回数 備考

小学 5.6年生 7月～2月 全 11回
15回開催予定の内、新型コロナウイ
ルス感染症対策のため 4回中止

会場 福祉会館 永山ｺﾐｭﾆﾃｨ 藤代庁舎 合計

延べ人数 18 21 21 60

謝礼 ＠4,000円 72,000 84,000 84,000 240,000

登録人数 協力校

118 取手一、取手二、取手松陽、藤代、藤代紫水、竜ケ崎一、伊奈

会場名 福祉会館 永山ｺﾐｭﾆﾃｨ 藤代庁舎 合計

児童数

5年 6年 計 5年 6年 計 5年 6年 計 5年 6年 合計

14 11 25 17 11 28 5 12 17 36 34 70

会場名 福祉会館 永山ｺﾐｭﾆﾃｨ 藤代庁舎 合計

児童数

5年 6年 計 5年 6年 計 5年 6年 計 5年 6年 合計

95 79 174 112 75 187 30 82 112 237 236 473



各公民館稼働率

令和3年度　　公民館施設　昼間(9:00～17:00)稼働率

部屋名 小文間公民館 永山公民館 寺原公民館 井野公民館 戸頭公民館 白山公民館 藤代公民館 山王公民館 六郷公民館 相馬公民館 相馬南公民館 高須公民館 久賀公民館 平均

多目的ホール ― ― ― 69.1 ― ― 62.5 ― ― ― ― ― ― 65.8 

レクリエーション室 72.9 ― 89.0 49.0 ― 67.5 ― ― ― ― ― ― ― 69.6 

会議室・講座室 ― 59.1 53.1 50.1 70.1 37.2 31.4 61.8 67.7 70.9 72.8 46.7 58.5 56.6 

和室 22.7 34.9 35.5 51.8 48.8 37.1 27.1 30.8 19.3 34.7 21.6 11.2 31.4 31.3 

調理室 0.3 1.7 6.6 14.2 17.0 ― 8.9 7.7 7.5 0.3 6.1 0.5 5.8 6.4 

※注　(―)は該当する部屋なし。

決算・予算審査特別委員会資料　No.27

(単位:％)



○各学校図書館における貸出冊数（単位：冊）

①小学校

取手小学校 16,751 (75) 15,763 (265) -988 (190) -5.9% (253.3%)

白山小学校 12,452 (255) 12,952 (335) 500 (80) 4.0% (31.4%)

取手東小学校 17,393 (495) 12,566 (256) -4,827 (-239) -27.8% (-48.3%)

寺原小学校 22,488 (272) 20,990 (224) -1,498 (-48) -6.7% (-17.6%)

永山小学校 16,062 (501) 11,687 (338) -4,375 (-163) -27.2% (-32.5%)

取手西小学校 15,552 (396) 13,008 (199) -2,544 (-197) -16.4% (-49.7%)

戸頭小学校 15,086 (272) 14,537 (230) -549 (-42) -3.6% (-15.4%)

高井小学校 8,585 (318) 9,859 (222) 1,274 (-96) 14.8% (-30.2%)

山王小学校 1,892 (222) 1,887 (211) -5 (-11) -0.3% (-5.0%)

六郷小学校 4,398 (136) 4,763 (114) 365 (-22) 8.3% (-16.2%)

藤代小学校 18,904 (633) 15,793 (505) -3,111 (-128) -16.5% (-20.2%)

宮和田小学校 26,619 (977) 22,599 (742) -4,020 (-235) -15.1% (-24.1%)

久賀小学校 10,465 (508) 8,042 (380) -2,423 (-128) -23.2% (-25.2%)

桜が丘小学校 23,472 (278) 24,274 (206) 802 (-72) 3.4% (-25.9%)

計 210,119 (5338) 188,720 (4227) -21,399 (-1111) -10.2% (-20.8%)

②中学校

取手第一中学校 5,833 (238) 6,747 (307) 914 (69) 15.7% (29.0%)

取手第二中学校 5,089 (221) 7,141 (221) 2,052 (0) 40.3% (0.0%)

永山中学校 4,363 (20) 2,968 (27) -1,395 (7) -32.0% (35.0%)

戸頭中学校 2,486 (72) 2,380 (17) -106 (-55) -4.3% (-76.4%)

藤代中学校 5,998 (117) 3,737 (82) -2,261 (-35) -37.7% (-29.9%)

藤代南中学校 5,580 (266) 4,827 (127) -753 (-139) -13.5% (-52.3%)

計 29,349 (934) 27,800 (781) -1,549 (-153) -5.3% (-16.4%)

決算・予算審査特別委員会資料　No.28

ほんくる各小中学校別利用実績

※（　）内数値は，市立図書館蔵書を「ほんくる」で予約配送した冊数（うち数）

R2 R3 増減 増減率

※貸出冊数　⇒前年度比 約10.2％の減　（うち市立図書館蔵書の予約配送冊数　⇒約20.8％の減）

※（　）内数値は，市立図書館蔵書を「ほんくる」で予約配送した冊数（うち数）

R2 R3 増減 増減率

※貸出冊数　⇒前年度比 約5.3％の減　（うち市立図書館蔵書の予約配送冊数　⇒約16.4％の減）

学校名

学校名



決算・予算審査特別委員会資料 No.29

区分の法人件数

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度

９号法人 12 10 12 13 12

８号法人 2 2 2 2 2

７号法人 109 113 114 110 104

６号法人 4 4 4 5 5

５号法人 74 73 80 78 80

４号法人 16 18 20 19 19

３号法人 289 290 291 288 294

２号法人 9 10 8 9 9

１号法人 1,381 1,364 1,342 1,377 1,417

合 計 1,896 1,884 1,873 1,901 1,942



決算・予算審査特別委員会資料 No.30

固定資産税における納税義務者の推移（5年分）

納税義務者数の推移（5年分）集計表

令和 3年度

納税義務者数

令和 2年度

納税義務者数

令和元年度

納税義務者数

平成 30 年度

納税義務者数

平成 29 年度

納税義務者数

土地 32,325 32,143 31,949 31,767 31,571

家屋 37,859 37,647 37,367 37,120 36,580

償却資産 627 650 638 605 604

合計 45,461 45,305 45,122 44,994 44,811



番号 団　　体　　名 人数 備　　　　考

1 取手市戸頭スクールパトロール隊　　　 28
2 トライアングルＮｅｔワーク　誠親隊 35
3 台宿よい子と地域を守る会 26
4 野々井自主防犯会 20
5 防犯駒場 19
6 白山地区の児童と地域の安全を守る会 28
7 山王小学区子どもを守る会 30
8 関鉄ニュータウン防災防犯部 15

9 小山地区子供を守る会 48
11 南町防犯パトロール隊 52
12 戸頭友の会（防犯パトロール） 15
13 本郷ニュータウン自主防犯パトロール隊 94
14 八重洲ニュータウン地域を守る会 32
15 キッズサポートの会 23
16 自主防犯組織クローバーの会 10
17 双葉子供会自主防犯組織 10
18 駒場団地防犯パトロールの会 66
19 六郷地区よい子と地域を守る会 60
20 新取手地区子供の安全を守るパトロール隊 6
21 宮和田下地区防犯会 17
22 椚木防犯会 18
23 将門会 20
24 小林住宅防犯パトロール隊 8

25 取手・戸頭歩こう会防犯会 20
26 取手中央タウン安全パトロールチーム 26
27 井野団地「安全な街づくりの会」 22
28 箕輪自警団 29
29 白山通りパトロール隊 11

30 久賀安全ボランテｲアの会 24

31 小文間小パトロール隊 17
32 戸頭町会防犯パトロール隊 25
33 久賀青色防犯パトロール隊 12
34 新道町内会防犯部 55

35 宮小スクールガード 14

36 プロジェクトＮ 22

37 光風台自治会 40

38 寺小防犯パトロール 37

39 稲地区スクールガード 18

決算・予算審査特別委員会資料　No.31

防犯に要する経費44団体別人数と平均年齢

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成24年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度



40 桜が丘犬友の会 13

41 わん｀Ｓ　ＣＬＵＢ 12
1,077

1 新取手自治会 15
2 双葉自治会 10
3 桜が丘自治会（青色防犯パトロール隊） 15

40

合計人数 1,117
平均年齢については、把握しておりません。

平成29年度

平成30年度

上記以外の防犯ボランティア団体



決算・予算審査特別委員会資料 No.32

2001 電算ＯＡ化等に要する経費：費用の経費（５年分）

＜電算・ＯＡ化等に要する経費 決算額＞ （単位：円）

H29 H30 R1 R2 R3

310,319,237 323,912,829 331,024,370 348,641,867 363,526,511



決算・予算審査特別委員会資料 No.33

交通安全事務に要する経費：項目別内訳

【款】2 総務費 【項】1 総務管理費 【目】9交通安全対策費
0501交通安全事務に要する経費 2,111,654円

（単位：円）

【節】 【細節】 金 額 内 容

10需用費
187,359

01消耗品費 61,107 事務消耗品代

02燃料費 126,252 青色パトロール車ガソリ

ン代

11役務費
11,705

07自賠責保険料 11,705 青色パトロール車任意保

険料

13 使用料及び
賃借料 344,590

14 公用車リース
料

344,590 青色パトロール車リース

代

18負担金、補助
金及び交付金

1,568,000

04 取手地区交通
安全協会負担金 1,338,000

取手地区交通安全協会へ

の負担金

52 交通安全母の
会補助金 230,000

取手市交通安全母の会へ

の補助金



月

年度

－ － － － － － － － － － － 868 868

156 56 32 36 40 16 3 2 1 63 11 104 520

63 39 16 10 16 13 26 6 7 10 91 54 351

11 6 10 18 10 0 0 0 0 0 0 0 55

ラジオの配布台数は令和4年9月1日のデータを使用しております 1794

決算・予算審査特別委員会資料　No.34

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

合計

防災ラジオの普及台数推移

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

868

1024
1080 1112

1148
1188 1204 1207 1209 1210

1273 1284

1388
1451

1490 1506 1516 1532 1545 1571 1577 1584 1594

1685
1739 1750 1756 1766 1784 1794

800

900

1000

1100

1200

1300

1400

1500

1600

1700

1800

R2.3 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 R4.1 R4.2 R4.3 R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8

防災ラジオ貸与数の推移



年度
取手市内防災士認定登録者

（累計）
登録者増減

防災士育成事業補助金
支給人数

防災士育成事業補助金
支給額

Ｈ２９ １９４人 － １８人 ２７６，０００円

Ｈ３０ ２２５人 ３１人 １４人 ２７０，０００円

Ｒ１（Ｈ３１） ２４１人 １６人 １０人 １２７，６００円

Ｒ２ ２５６人 １５人 ５人 ６９，７００円

Ｒ３ ２７０人 １４人 ４人 ４６，０００円

※Ｈ２８年（１０人）

累計　６１人
※Ｈ２８年（１０１，０００円）

累計８９０，３００円

決算・予算審査特別委員会資料　No.35

2401：自主防災組織に要する経費：防災士の推移（5年分）
防災士育成事業補助金の支給人数（5年分）

～補助対象経費～
♦防災士研修機関が実施する防災士研修講座の受講料
♦防災士資格取得試験受講料
♦防災士資格認証登録料
※茨城県が開講するいばらき防災大学を修了し、資格を所得した場合は、補助対象経費
の全額
※いばらき防災大学以外の場合は、補助対象経費の合計に3分の2を乗じた額（上限
40,000円）


